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○ 滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（条例第36号） 

１ 生活保護法（昭和25年法律第144号）の一部改正による条項の移動に伴い、必要な規定の整理を行うこととしまし

た。（別表関係） 

２ この条例は、令和２年10月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例（条例第37号） 

１ 社会福祉業務手当について、支給対象となる職員に、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第12条に規定する児童

相談所に勤務する保健師で児童、その保護者等に対する指導、相談等の業務に従事したものを加えることとしまし

た。（第８条関係） 

２ 児童相談所に勤務する児童福祉司および判定員が支給対象となる業務に従事した場合の手当の額を従事した日１

日につき950円（相談員の業務にあっては、480円）に引き上げることとしました。（第８条関係） 

３ この条例は、公布の日から施行し、改正後の第８条の規定は、令和２年４月１日から適用することとしました。 

○ 滋賀県子育て支援対策臨時特例基金条例の一部を改正する条例（条例第38号） 

１ 基金の設置目的に保育および幼児教育の無償化の円滑な実施を追加することとしました。（第１条関係） 

２ 条例の有効期限を令和６年６月30日まで延長することとしました。（付則関係） 

３ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

〇 滋賀県税条例の一部を改正する条例（条例第39号） 

１ 個人の県民税 

(1) 令和３年度以後の各年度分の個人の県民税について、寡夫控除を廃止するとともに、ひとり親控除を所得控除

に加えることとしました。（第１条による改正後の第19条関係） 

(2) (1)に伴い、令和３年度以後の各年度分の個人の県民税における調整控除について、所要の措置を講ずることと

しました。（第１条による改正後の第21条関係） 

(3) 肉用牛の売却による事業所得に係る課税の特例の適用期限を３年延長することとしました。（第１条による改

正後の付則第６条関係） 

(4) 個人が低未利用土地等の一定の譲渡を行った場合には、その年中の低未利用土地等の譲渡に係る長期譲渡所得

の金額から100万円（当該長期譲渡所得の金額が100万円に満たない場合には、当該長期譲渡所得の金額）を控除

することとしました。（第１条による改正後の付則第13条関係） 

(5) 未成年者口座管理契約に基づき未成年者口座内上場株式等を譲渡した場合の譲渡所得等に係る個人の県民税の

非課税措置について、令和６年１月１日以後は、当該個人に契約不履行等事由が生じた場合であっても、適用す

ることとしました。（第１条による改正後の付則第14条の３の３関係） 

(6) 個人の県民税の寄附金税額控除について、所得割の納税義務者が、一定の入場料金等払戻請求権の放棄を一定
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の期間内にした場合には、当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中にその放棄をした部分の入場料金等

払戻請求権の価額に相当する金額（一定の金額を除く。）の合計額（20万円を超える場合には、20万円）の寄附

金を支出したものとみなして、県民税に関する規定を適用することとしました。（第１条による改正後の付則第 

28条関係） 

(7) 個人の県民税の住宅借入金等特別税額控除について、新型コロナウイルス感染症等の影響を受ける場合には、

その適用期限を令和16年度分の個人の県民税まで延長することとしました。（第１条による改正後の付則第29条

関係） 

(8) 扶養控除の対象となる親族の見直しに伴い、令和６年度以後の各年度分の個人の県民税における調整控除につ

いて、所要の措置を講ずることとしました。（第２条による改正後の第21条関係） 

(9) 特定非課税累積投資契約に基づき非課税口座内上場株式等を譲渡した場合の譲渡所得等に係る個人の県民税に

ついて、当該非課税口座内上場株式等に係る譲渡所得等の金額とそれ以外の株式等に係る譲渡所得等の金額とを

区分して計算する等所要の措置を講ずることとしました。（第２条による改正後の付則第14条の３の２関係） 

２ 法人の県民税 

(1) 敷地分割組合について、収益事業課税とすることとし、併せて課税免除の対象とすることとしました。（第２

条による改正後の第17条および第27条の９関係） 

(2) 国税における連結納税制度の見直しに伴い、所要の措置を講ずることとしました。（第２条による改正後の第 

 17条の２、第29条、第30条および第35条ならびに付則第15条および第16条関係） 

３ 法人の事業税 

  国税における連結納税制度の見直しに伴い、所要の措置を講ずることとしました。（第２条による改正後の第38 

 条の２および第38条の５関係） 

４ 県たばこ税 

  葉巻たばこの課税方式について、以下の措置を講ずることとしました。（第１条および第２条による改正後の第 

 40条の３関係） 

(1) 令和２年10月１日から令和３年９月30日までの間において、１本当たりの重量が0.7グラム未満の葉巻たばこの

本数の算定については、当該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこの0.7本に換算すること。 

(2) 令和３年10月１日以後において、１本当たりの重量が１グラム未満の葉巻たばこの本数の算定については、当

該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこの１本に換算すること。 

５ 自動車税 

  令和元年10月１日から令和２年９月30日までの間に取得した自家用の乗用車に係る環境性能割の税率の特例措置

の適用期限を令和３年３月31日まで延長することとしました。（第１条による改正後の付則第10条の２の11関係） 

６ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、４(1)は令和２年10月１日から、１(1)、(2)、(4)、

(6)および(7)は令和３年１月１日から、１(9)は令和３年４月１日から、４(2)は令和３年10月１日から、２(2)および

３は令和４年４月１日から、１(8)は令和６年１月１日から、２(1)はマンションの管理の適正化の推進に関する法

律及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律の一部を改正する法律（令和２年法律第62号）の施行の日か

ら、それぞれ施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他所要の規定の整備を行うこととしました。 

〇 滋賀県税の課税免除および不均一課税に関する条例の一部を改正する条例（条例第40号） 

１ 地方活力向上地域における課税の軽減措置の適用期限を令和４年３月31日まで延長することとしました。（第５

条関係） 

２ この条例は、公布の日から施行し、改正後の第５条の規定は、令和２年４月１日から適用することとしました。 

〇 滋賀県使用料および手数料条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例（条例第41号） 

１ 琵琶湖博物館の常設展示観覧料および年間観覧料の額の改定に係る施行期日を定める期限を３月延長することと

しました。（付則関係） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

〇 滋賀県地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例（条例第42号） 

１ 本県警察職員に係る特殊勤務手当の支給の対象となる作業に感染症等対処作業を加えることとしました。（第４

条関係） 

２ 本県警察職員が感染症等対処作業に従事した場合に支給する手当の額は、当該作業に従事した日１日につき340円
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とすることとしました。（第６条関係） 

３ 人事委員会の定める特別の危険を伴う特殊の勤務に従事する職員に対しては、この条例に規定する特殊勤務手当

のほかに、人事委員会規則の定めるところにより、予算の範囲内で特別の特殊勤務手当を支給することができるこ

ととしました。（第10条関係） 

４ この条例は、公布の日から施行し、１および２については、令和２年４月１日から適用することとしました。 
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